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開議 午前１０時００分 

      ◎開議の宣告 

１、議長（堀田） これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付したとおりであります。 

 

      ◎日程第１ 諸般の報告 

１、議長（堀田） 日程第１、諸般の報告を行います。 

 議員の出欠でありますが、12番、浜頭勝議員より欠席の届出があります。 

 

      ◎日程第２ 会議録署名議員の指名 

１、議長（堀田） 日程第２、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第127条の規定により、６番、志村國昭議員、11番、旗手恵子議員を

指名します。 

 ６月８日に議会運営委員会が開催され、報告書はお手元に配付しておりますので、委員会報告は

省略します。 

 本日、町長から議案１件を受理しております。 

 

      ◎日程第３ 行政報告 

１、議長（堀田） 日程第３、行政報告を行います。 

 町長から行政報告の申出がありますので、発言を許します。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 行政報告をさせていただきます。 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る交付限度額についてご報告いたします。 

 初めに、（１）の広尾町に追加された交付限度額であります。 

 このたび、コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分として、広尾町に対し6,107万1,000円が

配分されました。この内訳にある国の令和４年度予備費を財源とする4,580万3,000円につきまして

は、コロナ禍において原油価格や物価の高騰に直面する生活困窮者や事業者に対し、直接的に支援

する事業に使途が限定されておりまして、本日追加議案として提案させていただく２つの給付金事

業により、住民税非課税世帯や子育て世帯に対し、重点的に支援を行う方針としたところでありま

す。 

 次に、（２）の広尾町の交付限度額の総額であります。 

 今回の配分額6,107万1,000円に令和３年度からの本省繰越分8,200万円を加えまして、総額で１億

4,307万1,000円となるところであります。 

 以上で、行政報告とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 

 



－51－ 

 

１、議長（堀田） 以上で、行政報告を終わります。 

 

      ◎日程第４ 議案第４９号～日程第９ 議案第５４号 

１、議長（堀田） 日程第４、議案第49号 令和４年度広尾町一般会計補正予算（第２号）につい

てから日程第９、議案第54号 令和４年度広尾町病院事業債管理特別会計補正予算（第１号）につ

いてまでの６件を一括議題とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 議案第49号から議案第54号まで一括して提案説明を申し上げます。 

 最初に、議案第49号についてであります。 

 本案は、令和４年度広尾町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによるとするもの

であります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ１億4,461万8,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を

78億4,241万3,000円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によると

するものであります。 

 第２条は、債務負担行為の補正でありまして、債務負担行為の追加を第２表でお示しをするもの

であります。 

 第３条は、地方債の補正でありまして、地方債の変更を第３表でお示しをするものであります。 

 16ページをお願いいたします。 

 第２表の債務負担行為補正の追加であります。 

 追加事項は、草地及び施設の設置委託契約であります。 

 期間は令和５年度から令和７年度、限度額は5,315万5,000円とするものであります。 

 第３表 地方債補正の変更であります。 

 緊急防災・減災事業債及び過疎対策事業債の限度額をそれそれ変更するもので、町債の合計に

1,970万円を追加し、６億5,720万円となるものであります。 

 なお、歳入歳出予算補正の詳細につきましては、総務課長及び担当課長より補足説明をいたさせ

ます。 

 続きまして、議案第50号についてであります。 

  本案は、令和４年度広尾町下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

るとするものであります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ670万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を３億

5,735万6,000円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によるも

のとするものであります。 
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 第２条は、地方債の補正でありまして、地方債の変更を第２表でお示しをするものであります。 

 次のページの補正の歳入であります。 

 ４款１項は、一般会計繰入金を整理するものであります。 

 ７款１項町債は、事業の追加によるものであります。 

 次に、歳出であります。 

 ２款１項事業費は、浄化槽設置箇所の追加による委託料及び工事費の追加であります。 

 次のページの第２表、地方債補正の変更であります。 

 個別排水処理施設整備事業債及び過疎対策事業債につきまして、事業費の追加に伴い、それぞれ

限度額を変更するもので、町債の合計に490万円を追加し、5,310万円となるものであります。 

 次のページ、21ページでありますが、議案第51号についてであります。 

 本案は、令和４年度広尾町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによるとするものであります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ39万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を９億5,886

万1,000円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によると

するものであります。 

 次のページの補正の歳入であります。 

 ２款２項道補助金50万円の追加は、歳出の傷病手当金に充当する特別交付金であります。 

 ４款１項繰入金は、一般会計及び基金からの繰入金を整理するものであります。 

 次に、歳出であります。 

 １款１項総務管理費10万6,000円の減額は、滞納整理機構運営分担金の減額等であります。 

 ２款６項傷病手当金50万円の追加は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた被保険者への休

業補償であります。 

 ６款３項趣旨普及費は、財源内訳の補正であります。 

 次に、議案第52号についてであります。 

 本案は、令和４年度広尾町介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによると

するものであります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ2,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を６億9,932万

5,000円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によると

するものであります。 

 次のページの補正の歳入であります。 

 ３款２項国庫補助金14万3,000円の追加は、システム改修に対する補助金であります。 

 ７款１項繰入金は、一般会計繰入金を整理するものであります。 

 次に、歳出であります。 

 １款１項総務管理費及び２款１項介護サービス等諸費は、財源内訳の補正であります。 
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 ５款１項償還金及び還付加算金は、保険料過年度還付金の追加であります。 

 次に、議案第53号についてであります。 

 本案は、令和４年度広尾町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

によるとするものであります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ326万円を追加し、歳入歳出予算の総額を２億6,414万

5,000円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によると

するものであります。 

 次のページの補正の歳入であります。 

 ２款１項繰入金は、一般会計からの繰入金を整理するものであります。 

 次に、歳出であります。 

 １款１項施設介護サービス事業費は、新型コロナウイルス感染症の抗原検査キットや空気清浄機

の購入費等の追加であります。 

 次に、議案第54号についてであります。 

 本案は、令和４年度広尾町病院事業債管理特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よるとするものであります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額からそれぞれ10万円を減額し、歳入歳出予算の総額を5,746万3,000

円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によると

するものであります。 

 第２条は、地方債の補正でありまして、地方債の変更を第２表でお示しをするものであります。 

 次の補正の歳入であります。 

 ３款１項町債は、当初予算で計上していた国保病院の電話交換機の改修に係る町債の区分を医療

機器整備から建物改修工事に変更し、総額を整理するものであります。 

 次に、歳出であります。 

 １款１項貸付金は、歳入の町債の補正に伴うものであります。 

 ２款１項繰出金は、財源内訳の補正であります。 

 次のページの第２表 地方債補正の変更であります。 

 病院事業債であります。 

 町債の合計から10万円を減額し、1,480万円とするものであります。 

 以上をもちまして、議案第49号から議案第54号までの補正予算についての提案理由の説明といた

します。議決方よろしくお願い申し上げます。 

 

１、議長（堀田） 次に、補足説明をさせます。 

 山岸総務課長。 
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１、総務課長（山岸） それでは、一般会計補正予算（第２号）、議案第49号について事項別明細書

及び議案資料により説明をいたします。 

 初めに、本補正予算は、確定見込みによるものについては説明を省略いたします。 

 それでは、主な補正内容について説明をいたします。 

 歳出から説明をいたします。 

 まず初めに、議案資料10ページをお願いいたします。 

 令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業を説明いたします。 

 広尾町の交付限度額は物価高騰対策分を除いて9,726万8,000円で、当初予算、５月補正予算で充

当した残額について、６月補正予算の15事業を含む17事業に充当するものであります。 

 事項別明細書に戻っていただきたいと思います。 

 ５ページをお願いいたします。 

 歳出から説明いたします。 

 ２款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費、12節委託料、弁護士委託料は、町有地不法占有

解決のための着手金であります。２目庁舎管理費、12節委託料の庁舎抗菌処理委託料は、光触媒に

よる各会議室の抗菌処理であります。３目財務管理費、24節積立金、まちづくり基金積立金は、ふ

るさと納税の項目の追加によるものでございます。５目財産管理費、12節委託料、用地測量委託料

は、町有地公売に向けた測量実施でございます。７目企画費、18節負担金補助及び交付金は、ミニ

サテライトのパンザマスト補修工事負担金でございます。８目ふれあい活動費、10節需用費、広報

広聴用の消耗品費、14節工事請負費は、既設の音調津集会所オイルタンクが危険なため撤去、あと

並木町寿の家は住民要望による網戸を設置するものでございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ９目防災対策費、14節工事請負費は、音調津避難施設に簡易無線機を設置するなどの避難対策の

機能強化工事でございます。13目ＯＡ化推進費、12節委託料、17節備品購入費は、国の電子システ

ム、マイナポータルと本町の基幹システムのオンライン接続のため、委託料と機器の購入でござい

ます。このことにより、子育て、介護、戸籍等の行政手続をオンライン上で行うことが可能となり

ます。財源は、デジタル基盤改革支援補助金でございます。３項戸籍住民基本台帳費、１目戸籍住

民基本台帳費、17節備品購入費は、マイナンバーカード申請用にタブレットを購入するもので、申

請手続の利便性が向上されます。財源は、個人番号カード交付事務費補助金でございます。４項選

挙費、２目参議院議員選挙費、新型コロナウイルス感染症対策に係る消耗品費及びポスター掲示場

の区画が12区画から16区画に増えたことによる増額でございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ５項統計調査費は、工業統計が廃止になったことによる減額でございます。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉総務費では、重層的支援体制整備事業で高齢者外出

支援の実証事業を行うための予算計上でございます。27節繰出金は、新型コロナウイルス感染症対

策に係る繰出金であります。 

 ８ページをお願いいたします。 
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 ２目社会福祉施設費、17節備品購入費は、新型コロナウイルス感染症対策に係る空気清浄機の購

入であります。３目養護老人ホーム施設費では、新型コロナウイルス感染症対策に係る手数料、検

査料、空気清浄機の購入及び人件費の予算計上でございます。６目老人福祉費、27節繰出金は、介

護サービス事業特別会計で新型コロナウイルス検査等費用に係る増額でございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 ２項児童福祉費で、補助金、交付金の返還金は、昨年度の額の確定による返還でございます。２

目保育所費、17節備品購入費は、洗濯機の故障によるものでございます。12節委託料は、施設の解

体工事に伴うアスベスト調査委託料、14節工事請負費は、施設の解体工事の予算計上でございます。

財源はコロナ交付金でございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 ５目子育て支援費、19節扶助費、ファミリー・サポート・センター利用料助成は、制度開始に伴

うものでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 ４款衛生費、１項保健衛生費、２目環境衛生費、10節需用費の修繕料は、葬斎場霊柩台車バッテ

リー交換、第３ふ頭トイレ電気修繕の予算計上でございます。14節工事請負費は、音調津墓地給水

場浸透ます設置工事の予算計上でございます。財源は、昨年度寄附がございました10万円を充当し

ております。３目予防費は、４回目のワクチン接種等に伴う予算計上でございます。そのうち、７

節報償費の集団接種謝金は新型コロナワクチンに伴うもの、８節旅費は職員の応援派遣に伴うもの、

10節需用費の消耗品は、集団接種に伴う事務用消耗品費、監視防止対策用消耗品費でございます。

食糧費は集団接種に伴う昼食代、印刷製本費は集団接種に伴う封筒及びチラシ代でございます。11

節役務費は、通信運搬費として接種受付に伴う電話料及び接種券発送費、折り込み手数料はチラシ

折り込み手数料及びワクチン接種事務手数料となっております。12節委託料は、新型コロナワクチ

ン予防接種委託料、新型コロナウイルス追加接種対応のシステム導入のためのツール導入委託料で

ございます。13節使用料及び賃借料は、パソコン使用料、追加接種対応のためのシステム導入のた

めのリースをするものでございます。複写機使用料は追加接種対応のため使用するものでございま

す。17節備品購入費は、集団接種用折り畳み椅子等及び台車を購入するものでございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 ５款農林水産業費、１項農業費、３目農業振興費、18節負担金補助及び交付金は、農政推進協議

会負担金は牛乳消費キャンペーン、畜産防疫事業補助金はハエ防除作業及び牛舎消毒作業の助成を

行うものでございます。２項林業費、１目林業総務費、23節投資及び出資金は、森林組合の配当金

を出資金に増資するものでございます。２目林業振興費、10節需用費、修繕料は、公用車の修繕で

ございます。３目森林環境振興費、18節負担金補助及び交付金は、緑の担い手対策交付金として林

業従事者への長期就労条件対策支援事業として交付するものでございます。５目野塚交流館費は、

集いの杜プロジェクトとして、旧野塚小学校を再生するものであります。主な改修といたしまして、

水道管の工事や動力設備として200ボルトの電気工事などを行うものでございます。 

 13ページをお願いいたします。 
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 ３項水産業費、２目水産業振興費は、財源内訳の補正でございます。 

 ６款商工費、１項商工費、２目観光費、８節旅費、18節負担金補助及び交付金は、地域おこし協

力隊による体験観光開発のため視察旅費及び活動支援交付金でございます。３目サンタランド費、

18節負担金補助及び交付金は、防火管理者連絡協議会負担金を予算計上したものでございます。７

目中小企業緊急支援事業費、18節負担金補助及び交付金は、プレミアム付商品券発行事業補助金と

キャッシュレス化導入推進事業補助金の予算計上でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 ７款土木費、２項道路橋りょう費、１目道路橋りょう維持費、12節委託料の道路工事調査設計委

託料は、協成線道路のり面復旧のための設計委託業務であります。３項港湾費、２目港湾管理費、

14節工事請負費は、港湾道路の舗装工事等でございます。４項都市計画費、２目都市計画施設費、

27節繰出金の下水道事業特別会計繰出金は、浄化槽設置予定箇所の増による繰出金の増加でござい

ます。５項住宅費、１目住宅管理費、14節工事請負費は、公営住宅のトイレ排水管の詰まり等を改

善するものでございます。 

 15ページをお願いいたします。 

 ８款消防費、１項消防費、１目常備消防費は、とかち広域消防事務組合費の分担金において、高

機能消防指令システム・消防緊急デジタル無線機整備事業について、各市町村で起債を借り入れる

こととなったための財源内訳の補正でございます。３目消防施設費、17節備品購入費は、新型コロ

ナウイルス感染症防止対策用資器材購入費で、空気清浄機や非接触式検知器の予算を計上するもの

でございます。 

 ９款教育費、１項教育総務費、２目事務局費の人件費については、所要額精査による追加、４目

財産管理費、14節工事請負費については、使用予定のない教員住宅について解体撤去工事、12節委

託料は、その工事に係るアスベスト調査委託料でございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 ２項小学校費、３項中学校費、１目学校管理費、４節共済費については、所要額の精査による追

加、17節備品購入費については、新型コロナウイルス感染症防止対策のための空気清浄機の購入で

ございます。３項中学校費、２目教育振興費、21節補償・補填及び賠償金は、コロナウイルス感染

症対策のための修学旅行のキャンセル料補償金でございます。 

 17ページをお願いいたします。 

 ４項社会教育費、１目社会教育総務費は、学校支援地域本部事業補助金の内示による財源内訳の

補正及び４節共済費は、所要額の精査による追加でございます。２目公民館費、10節需用費の修繕

料は、音調津総合センター階段のモルタル修繕料でございます。14節工事請負費の音調津総合セン

ター給水配水管新設工事は、埋設配管の破損のおそれがあるため予算計上するものでございます。

４目海洋博物館・伝習館費、10節需用費の印刷製本費は入場チケットの印刷、修繕料は自動火災報

知器設備、煙感知器の劣化による交換をするものでございます。11節役務費のし尿くみ取り料は、

既設等での改修により、くみ取り料の増加が見込まれるものでございます。５項保健体育費、２目

体育施設費、10節需用費の修繕料は、勤労者体育センター避難口誘導灯の劣化による交換及び町営
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球場の３塁側ダッグアウト屋根修繕並びに４節共済費は所要額の精査による追加でございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 公債費は、財源内訳の補正。 

 12款は、予備費の予算調整でございます。 

 次に、戻りまして、歳入でございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 14款国庫支出金、１項国庫負担金、２目衛生費国庫負担金は、新型コロナウイルスワクチン接種

対策費負担金は、４回目の接種に伴う追加でございます。２項国庫補助金、１目総務費国庫補助金、

１節総務管理費補助金の個人番号カード交付事業費補助金は、マイナンバーカード申請用にタブレ

ットを購入するための補正でございます。デジタル基盤改革支援補助金は、電子システム、マイナ

ポータルと本町の基幹システムのオンライン接続のための補正でございます。４節地方創生臨時交

付金の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、コロナ禍において影響を受けた生活

者や事業者に対して支援をするための交付金でございます。２目民生費国庫補助金、１節社会福祉

費補助金、重層的支援体制整備事業交付金は、高齢者外出支援の実証事業に充当するものでござい

ます。３目衛生費国庫補助金、１節保健衛生費補助金の新型コロナウイルスワクチン接種体制確保

事業補助金は、４回目の接種に伴う追加でございます。３項国庫負担金、１目総務費国庫委託金、

２節選挙費委託金の参議院議員選挙委託金は、新型コロナウイルス感染症対策に係る消耗品費及び

ポスター掲示場の区画が12区画から16区画に増えたことによる増額でございます。 

 15款道支出金、２項道補助金、５目商工費道補助金は、プレミアム付商品券発行支援事業補助金

で、町のプレミアム付商品券発行支援事業費補助金に充当するものでございます。７目教育費道補

助金、１節社会教育費補助金の学校支援地域本部事業費補助金は、北海道内示額による減額でござ

います。３項道委託金、１目総務費道委託金、３節統計調査費委託金の工業統計調査委託金は、工

業統計の廃止による減額でございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 16款財産収入、１項財産運用収入、２目利子及び配当金、１節利子及び配当金は、森林組合配当

金による補正でございます。 

 17款寄附金は、ふるさと納税寄附金の項目追加による補正でございます。 

 18款繰入金、１項繰入金、１目繰入金、５節まちづくり基金繰入金は、昨年度の寄附金を積み立

て、音調津墓地給水場浸透ます工事に繰り入れるものでございます。10節森林環境振興基金繰入金

は、緑の担い手対策交付金及び野塚交流館費に充当するものでございます。 

 21款の町債は、とかち広域消防事務組合の分担金において、高機能消防指令システム・消防救急

デジタル無線機器整備事業について、各市町村で起債を借り入れることとなったための緊急防災・

減災事業債及び過疎対策事業債で予算措置をするものでございます。 

 以上で、補足説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） 続いて、補足説明をさせます。 
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 宝泉保健福祉課長。 

 

１、保健福祉課長（宝泉） 初めに、議案資料の提出が遅れましたことをおわびいたします。大変

申し訳ございませんでした。 

 議案第49号について補足説明をさせていただきます。 

 議案資料（追加②）の１ページをご覧ください。 

 重層的支援体制整備事業の高齢者外出支援交通費助成についてです。 

 初めに、１のこの事業の目的につきましては、高齢者の方々の買物や通院などの外出を支援する

ため、昨年度、令和３年度に「高齢者外出支援交通費助成」の実証事業を実施し、事業実施後のア

ンケート調査を基に「高齢者等の足を確保するための新たな地域交通検討委員会」で事業の検証を

行いました。今回の事業につきましては、検証結果から制度の見直しを行い、さらに利用者ニーズ

を把握するため、事業の本格実施に向けて、２回目の実証事業を行うものでございます。 

 今回の事業は、高齢者の方が地域社会に参加する機会を確保するための支援として、重層的支援

体制整備事業の地域づくり事業の理念に合致するため、本町が本年度から取り組んでおります重層

的支援体制整備事業のメニューの一つとして実施するものでございます。 

 次に、令和３年度実証事業の実施結果についてです。①の実施期間は、12月から１月までの２か

月間、②の利用者数につきましては、利用申請により登録された方で144人、利用率は19.3％でした。

③の助成金額は、総額で34万2,600円、タクシーを利用された方は129人、バスを利用された方は28

人でした。 

 次のページ、２ページをご覧ください。 

 ２の実施期間につきましては、今回は８月から10月までの３か月間実施する予定です。昨年度の

実証事業は冬期に行いましたが、今年度は、より外出機会が増える夏から秋に実施し、実施期間に

つきましても２か月から３か月に延ばし、利用状況や利用者ニーズの把握に努めます。 

 ３の助成対象につきましては、75歳以上の高齢者の方を対象とします。昨年度は「75歳以上で運

転免許を持たない方」を対象としましたが、「免許があっても運転する機会が少ない方」がおられる

ことが分かったため、「免許を持たない」という要件を撤廃し、助成対象を広げて実施いたします。 

 続いて、４の助成金額についてです。広尾市街の１月1,500円を基準とし、記載のとおり、広尾市

街からの距離に応じて各地区の助成金額を加算する金額設定としております。 

 次のページ、３ページをご覧ください。 

 今年度につきましては、制度の見直しとしまして、バス停から離れている地区の１月当たりの助

成金額を増額して利用促進を図ります。野塚地区は3,000円から3,500円に、紋別地区、東豊似地区

は3,500円から4,000円にそれぞれ増額します。 

 ５の助成事業の周知についてです。昨年度と同様に、住民説明会や広報紙、防災無線による情報

発信を行うほか、新たな試みとしまして、ダイレクトメールを対象となる方全てにお送りします。

アンケート調査から助成事業そのものを知らなかったという方が一定程度おられたため、周知をよ

り強化したいと考えております。 
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 最後に、６の予算額についてです。今年度の助成対象者数は1,265人で、所要額につきましては、

１月当たり222万9,500円で、３か月間実施し、利用率を80％とし、予算額は535万800円でございま

す。財源につきましては、重層的支援体制整備事業交付金を活用いたします。 

 補足説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） 続いて、補足説明をさせます。 

 室谷水産商工観光課長。 

 

１、水産商工観光課長（室谷） 私のほうから、商工費の２つの事業について説明をいたします。 

 議案資料の８ページをお願いいたします。 

 １つ目は、広尾町地域振興プレミアム付商品券発行事業補助金です。 

 目的及び商品券の名称につきましては、記載のとおり、昨年と同様でございます。 

 ３、プレミアム率につきましては40％とし、うち北海道から10％の補助を見込んでおります。 

 ４、商品券の発行につきましては、１枚当たり500円とし、１組14枚7,000円相当分を5,000円で販

売いたします。今回は飲食店利用限定の設定をしないものと聞いております。 

 購入上限は10組となる５万円までとします。 

 発行組数は１万6,000組で、発行総数１億1,200万円、うち3,200万円をプレミアム分として補助い

たします。 

 ５、商品券を利用できる業者は、公募を行い、応募のあった町内の商工業者といたします。 

 ６、商品券の利用の期間といたしましては、８月22日から翌年１月31日までとし、期限が切れた

商品券は使用できないものといたします。 

 今回の販売方法につきましては、予約制といたします。購入は各世帯10組を上限とし、希望多数

の場合、調整によって上限10組を希望される世帯より上限を下げ、希望世帯全体で賄うことにより

まして、希望組数は当たらないまでも購入希望の世帯には必ず購入できるよう配慮いたします。 

 今後の予定といたしましては、６月中に新聞等にチラシを折り込みまして、７月下旬までに予約

を受け付け、８月22日以降に商品券と引き換える予定となっております。 

 次に、９ページになります。 

 広尾町中小企業等キャッシュレス化導入推進事業補助金であります。 

 １、目的は、町内の商工業者が新型コロナウイルス感染症防止対策の一環として、国が推奨する

「新しい生活様式」、北海道が進めている「新北海道スタイル」を実践・推進するために、感染防止

対策の一つとなる非接触型決済、いわゆるキャッシュレス化を導入推進し、町内の消費喚起や多様

な観光客の消費需要の獲得と機会の損失防止等を図ることを目的といたします。 

 ２、事業内容といたしましては、期間中に町内の対象店舗でのお買物や飲食等をキャッシュレス

決済のＰａｙＰａｙ及びｄ払いにて支払うことで、決済金額の20％分のポイントが付与されるもの

であります。決済金額3,750万円の20％となる750万円をプレミアム分とし予算計上しております。 

 ３、ポイントが付与される内容につきましては、基本的には対象店舗での決済金額の20％がポイ
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ントとして付与されます。また、ＰａｙＰａｙ及びｄ払いを使った町内、町外全ての方が対象とな

ります。ただし、１回当たりの付与上限が5,000円相当、期間中２か月の付与上限が３万円相当とす

るものです。 

 ４、利用できる商工業者といたしましては、公募を行い、応募があり、商工会が認める町内の商

工業者とします。全道・全国展開をしている大手流通店舗は対象外にすると聞いております。 

 ５、事業の期間といたしましては、予定としまして、11月１日から12月31日までの２月とします。 

 決済事業者との契約上、１月ごとの契約となるため、付与する額が月の途中で750万円の予算額を

超えることも想定されますが、状況を見極めながら補正予算にて対応することを考えております。 

 以上、補足説明とさせていただきます。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 お諮りします。審議の方法は、一般会計から各会計ごとに行いたいと思いますが、これにご異議

ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認め、一般会計から各会計ごとに審議を行います。 

 申し上げます。本案６件については、会議規則第55条の質疑回数の規定を適用せず審議すること

といたします。 

 これより審議に入ります。 

 初めに、議案第49号 令和４年度広尾町一般会計補正予算（第２号）についてを審議します。 

 初めに、歳出に対する質疑の発言を許します。 

 ４番、前崎議員。 

 

１、４番（前崎） 事項別明細書の13ページ、商工費の７目の広尾町地域振興プレミアム付商品券

の事業の関係でありますけれども、ただいまご説明いただきましたけれども、この地域振興プレミ

アム付商品券発行事業については、令和２年度から今回４回目の事業となるわけですけれども、１

つに今までプレミアム率が30％、40％、そして直近では50％という形でやってきて、今回40％だと

いうことなのですけれども、昨日も一般質問でちょっと触れましたけれども、例えば帯広市はこう

いった通常の商店のプレミアム率が20％だということで、言ってみれば広尾の半分の率なのですけ

れども、消費者にとってはプレミアム率が高ければ高いほど非常にお買い得という部分があるので

すけれども、逆に同じ事業費で商工業者の立場でいけば、仮に20％であれば、２倍の事業費でもっ

て広尾の消費購買力につながっていくということなのですけれども、その点の部分についてどのよ

うに検討されているか。 

 それと、従前は１人当たり10組までという形の発行内容でしたけれども、今回１世帯ということ

で、例えば１人世帯でも１世帯、５人世帯でも１世帯という形なのでしょうけれども、従来ですと、

例えば３人家族であれば、３人の方が購入したというような事例がありました。そういった意味で、

前回50％ということで、即日処理されたのですけれども、今回、希望世帯については事前に予約を
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取るということなので、そういった部分では緩和されると思うのですけれども、仮に今回１万6,000

組発行するという中で、それぞれ世帯から希望を取った場合、予算額を、１万6,000組に到達しない

場合の処理といいますか、それはどのように考えているのか、併せてお答えいただきたいと思いま

す。 

 

１、議長（堀田） 室谷水産商工観光課長。 

 

１、水産商工観光課長（室谷） プレミアム率40％の部分で20％にした場合、売れる幅が広がると

いう意味のご質問かと思いますけれども、実際売れるパーセント、今まで30％、40％、50％それぞ

れプレミアム付商品券を発行してきたわけですけれども、やはりパーセント率に応じて売り切れる

日数が短くなってきたというのは正直実感としてありました。今回、商工会と話し合う上で、まず

は道の上乗せの10％がない前提でお話をさせていただいた部分がありまして、30％でお話をしてい

たところなのですけれども、後日10％の上乗せができるという情報が入りまして、40％としたとこ

ろであります。商工会といたしましても、10％上乗せで20で30というところの、それでいくという

話もあったのですけれども、商工会からの要望で高いプレミアム率で出したい、低いものではなく

高く出したいということもあったものですから、消費購買力等の部分は考慮せず、40％として発行

するものであります。 

 また、売れ残りの部分のお話ですけれども、まず予約を受け付けた段階で売れ残るというか、ま

だ枠が残っているときには、まずは防災無線等でお声がけをして、まだ売れ残りがありますのでお

申込みをしてくださいという運動をした後、どうしても残った場合につきましては、商工会とお話

をして、直接販売をするか、また予約を受け付けるかというところで話合いをしているところであ

ります。 

 以上です。 

 

１、議長（堀田） 小田議員。 

 

１、10番（小田） ２つあるのですけれども、先に今のプレミアム付商品券のことについてなので

すけれども、これ、引換券みたいなものが送られてくるわけですね、各世帯に。そうですね。そう

した場合、それを自分は要らないと。では、隣のうちの人に譲渡するということはできるのでしょ

うか。まず、その点が１つですね。ですから、その引換券に、まだ時間があるからいろいろ工夫で

きると思うのですけれども、その引換券に番号とかそういうのを入れて、同じ人がＡさんのうちに

来たやつとＢさんに来たやつと両方の引換券を持っていって買うことができるのかどうか。いいと

か悪いとかという問題ではないですよ。できるのかどうかですね。 

 そして、余った分については、今ちょっと私もよく聞き取れなかったのですけれども、他町村で

やっている場合は、よく都会なんかは多くの人が欲しがっているというか、買いたいということで、

よく抽せんできちっとやっていますけれども、希望者を募ったりすると、それで多分きれいになく
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なると思うのですけれども、それの逆の場合、多分それでも残るという場合は、そのときはそのと

きで何回もやっていくしかないとは思うのですけれども、そのことについて聞きたいと思うのです

けれども。それで、これは１万6,000組だから、世帯でいくと満額買うことで1,600世帯に行き渡る

わけですね。そうすると、だけれども実際にはもっと世帯に対して引換券を配るわけですよね、残

もあるから。その辺の確認も、ここでちょっとしたいと思います。 

 以上がこのプレミアム付商品券の事業の具体的な販売方法について、これからいろいろ検討され

るでしょうけれども、その辺について聞きたいと思います 

 もう一つは、事項別明細書の11ページに、いわゆる新型コロナウイルスの追加接種、このことに

ついて多額の費用が、もちろん多額になるのでしょうけれども、ありますけれども、まず、これは、

３回目、４回目と、こういうこのワクチンの接種は、これは相変わらず努力義務の部分としている

のでしたか。それをまずちょっと聞きたいと思うのですけれども。 

 このことについて、私、昨日の一般質問でいろいろ時間をいただいて質問させていただいたので

すけれども、広尾町でも一般の人でほぼ９割ぐらいがワクチンを既に打っていますが、詳細につい

ては分からないけれども、分かりたかった詳細というのは、ワクチンを打ったけれどもコロナにか

かってしまったという数字みたいなのが欲しかったのですけれども、その辺も把握していないとい

うことで分からないのですけれども、でも、知っている限りでは、多くの人がせっかくワクチンを

打ったけれども、かかってしまったという人がたくさんいます。ここで、もう既にワクチンの有効

性というのが、そのワクチンが……、失礼、実際のコロナの内容といいますか、だからオミクロン

だとか、いろんな種類のが出ましたけれども、オミクロンについては、私は効かないのだという話

が出ているというふうにうわさっぽく言いましたけれども、実際に厚労省のデータもきちっと正し

いやつに直してみると、実際にはワクチンを打った人のほうがかかっている率が高くて、ワクチン

を打っていない人が少ないというような現象というのが、実際にこれ起きて、そういう数字が出て

いるわけですよね。それなのに、このようにして、また地方自治体としてはこのような予算を使っ

てやらざるを得ないというような、こういうような状況に対して、私は非常に、同情と言ったら言

葉は適切ではないかもしれないけれども、大変難しい判断を、判断というか、判断もしないでやら

ざるを得ないということだと思うのですけれども、私は子どもたちの５歳から11歳までの分につい

ては、いわゆる義務がないということで、しかしながら、半分ぐらいの人はやらなかったわけです

よね。 

 私がここで町としてこの費用を使ってやるに当たって何を聞きたいかというのは、これからもう

３回目、４回目もまたやるけれども、こんなにやらなくてはいけないのとか、いろいろ単純な質問

がいっぱいある。単純と言ったら失礼ですけれども、いろんな切実な質問がいっぱいあると思うの

ですね。かかったけれども、またやらなければいけないのかとか、そういうことに対して、町とし

ては厚労省のホームページを一生懸命熟読して、その内容をそのままアンサーとして答えていくの

かどうかということについて私は非常に疑問だと思うのです。だから、私は実際の、厚労省のペー

ジから見ていくと、ワクチンを打ってもかかった人がいるとか、その辺の内容まで詳しく言う必要

はないけれども、私は、どっちみち、これは券を配るわけですよね、最終的には。そうですね。 
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１、議長（堀田） 小田議員、質疑ですので、ご本人のご意見であるとか、感想は発言を控えてい

ただいて…… 

 

１、10番（小田） いやいや、普通に私は自分の意見ではないよ、これ。事実を、厚労省の…… 

 

１、議長（堀田） 疑義をただす端的な質疑をしていただきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

 

１、10番（小田） 厚労省の数字とか、そういうことで述べているのだよ。私の意見でないですよ。 

（「一般質問でやればいい」の声あり） 

 

１、議長（堀田） 質疑を簡潔に疑義をただすことでお願いいたします。 

 

１、10番（小田） いろいろ言いましたけれども、町として大変だと思うのだけれども、そういう

質問が来たときに、どのようなアンサーをしていくのかということが、まずこの事業というか、や

ることに当たって、必要な、全て健康管理センターに、はい、どうぞと、お願いしますということ

になるのだろうとは思うのだけれども、その辺についてやっぱりひとつ整理しないと駄目だと思う

のですけれども、町としてはどのように考えるかということです。 

 そして、１つだけ最後にお願いしたいのは、昨日かなりの有名な、あるいは力、かなり信望され

ている感染病、免疫関係の先生たちが何人か集まって、３時間にわたるシンポジウムを行っていま

して、その中で今のオミクロンがもう既に50％の人たちが抗体を持っているのだというようないろ

んなケースを言っていますので、その辺まではちょっと必要ないかもしれないけれども、いろいろ

参考にして、町としても、やはり無駄なというか、そういう時間を取ってややこしくなるよりも、

きちっとした体制、理論武装と言ったらあれですけれども、そういうものがやっぱり私は必要だと

思いますので、その辺について伺いたいと思います。 

 

１、議長（堀田） 分かりましたか。大丈夫ですか。 

 室谷水産商工観光課長。 

 

１、水産商工観光課長（室谷） プレミアム付商品券の事業についての説明をいたします。 

 予約をいたしまして、引換券が送付されてきて、それを譲渡するかどうかという部分については、

正直こちらとしては把握はしておりません。設定として考えているところではないのですけれども、

ただ、引換券で購入した後に譲渡される部分についてはあるのかとは考えておりますけれども、引

換券自体を譲渡して違う人が引換えに行っても引換えはできないものとこちらとしては考えており

ます。 
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 また、購入希望世帯が増えた場合については、先ほども言いましたように、全体の数で整えます

ので、購入される世帯には必ず当たるようになるかと思います。 

 また、残った数によって、その後また抽せんをするかどうかというのは、今後、商工会とお話し

して決めていくことと考えております。 

 以上です。 

 

１、議長（堀田） 保坂保健福祉課参事。 

 

１、保健福祉課参事（保坂） まず、60歳以上の方については努力義務となっております。それ以

下の18歳以上59歳以下の方につきましては、努力義務ではありません。 

 それと、４回目のワクチン接種につきましては、高い重症化予防効果が得られるということで、

４回目の接種をします。 

 以上です。 

 

１、議長（堀田） 休憩します。 

 

午前１０時５４分 休憩 

午前１１時０５分 再開 

 

 再開します。 

 質疑を続行します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、質疑を終結いたします。 

 次に、歳入に対する質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 次に、議案第50号 令和４年度広尾町下水道事業特別会計補正予算（第２号）についてを審議し

ます。 

 本案に対する質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 次に、議案第51号 令和４年度広尾町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第２号）につい

てを審議します。 

 本案に対する質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 
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 次に、議案第52号 令和４年度広尾町介護保険特別会計補正予算（第２号）についてを審議しま

す。 

 本案に対する質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 次に、議案第53号 令和４年度広尾町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）についてを

審議します。 

 本案に対する質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 次に、議案第54号 令和４年度広尾町病院事業債管理特別会計補正予算（第１号）についてを審

議します。 

 本案に対する質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 これをもって各会計ごとの質疑を終結します。 

 これより討論、採決を行います。 

 お諮りします。議案第49号 令和４年度広尾町一般会計補正予算（第２号）についてから議案第

54号 令和４年度広尾町病院事業債管理特別会計補正予算（第１号）についてまでの６件を一括し

て討論、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第49号から議案第54号までの６件を一括して討論、採決することに決しました。 

 お諮りします。本案６件は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案６件は討論を省略します。 

 これより議案第49号 令和４年度広尾町一般会計補正予算（第２号）についてから議案第54号 令

和４年度広尾町病院事業債管理特別会計補正予算（第１号）についてまでの６件を一括採決します。 

 お諮りします。本案６件は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案６件は原案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１０ 議案第５５号 

１、議長（堀田） 日程第10、議案第55号 令和４年度広尾町一般会計補正予算（第３号）につい
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てを議題とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 村瀨町長、登壇願います。 

 

１、町長（村瀨） 議案第55号につきまして提案説明を申し上げます。 

 本案は、令和４年度広尾町一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによるとするもの

であります。 

 第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ5,295万円を追加し、歳入歳出予算の総額を78億9,536

万3,000円とするものであります。 

 第２項につきましては、補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によると

するものであります。 

 次のページであります。 

 事項別明細書も併せてご覧をいただければと思います。 

 最初に、補正の歳入であります。 

 14款２項１目総務費国庫補助金は、歳出予算に計上いたします給付金事業のうち、町単独給付分

に充当する地方創生臨時交付金であります。交付限度額4,580万3,000円を全額充当し、不足する94

万円は物価高騰対策以外の臨時交付金を充当いたします。２目民生費国庫補助金は、国の制度によ

る給付金に充当する事業費及び事務費の補助金であります。 

 次のページの補正の歳出であります。 

 ３款１項10目住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費は、住民税非課税世帯等に対する生

活支援を目的とした給付金事業のシステム改修等の事務費及び給付金の計上であります。同款２項

７目子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費は、子育て世帯に対する生活支援を目的とした給付

金事業の事務費及び給付金の計上であります。 

 詳細につきましては、担当課長より補足説明いたさせます。 

 また、今回の補正予算には計上しておりませんが、学校給食の材料費高騰対策を検討しておりま

す。事業費の見込みができ次第、補正予算の計上をさせていただきたいと思っております。 

 以上で、議案第55号についての提案理由の説明といたします。議決方よろしくお願いを申し上げ

ます。 

 

１、議長（堀田） 次に、補足説明をさせます。 

 宝泉保健福祉課長。 

 

１、保健福祉課長（宝泉） 議案第55号について補足説明をさせていただきます。 

 追加議案資料の１ページをご覧ください。 

 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業についてです。 

 初めに、１のこの給付金の目的につきましては、国の「コロナ禍における原油価格・物価高騰等
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総合対策」におきまして、真に生活に困っている方々への支援措置が強化されたことを受けまして、

所得の少ない方々の生活、暮らしを速やかに支援するため、住民税非課税世帯などに対しまして、

国と町独自の臨時特別給付金を給付するものでございます。 

 次に、２の給付対象世帯・給付金額につきましては、まず、（１）の給付対象世帯Ａタイプとしま

して、①の基準日におきまして、令和４年度分の住民税均等割が非課税である世帯と②の新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けられて家計が急変し、①の非課税世帯と同様の事情にあると認めら

れる家計急変世帯が給付の対象です。 

 なお、①または②に該当する場合であっても、令和３年度非課税世帯など、既に当該給付金を受

けられている世帯につきましては、給付の対象としません。 

 次のページ、２ページをご覧ください。 

 （２）のＡタイプの給付金額は、１世帯当たり12万円です。内訳としまして、国の制度に基づく

定額10万円に町の独自支援として２万円を上乗せし、町の独自支援の財源として新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金、コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分を活用します。こ

の交付金は物価高騰などに直面する方々の支援を主たる目的とする事業であって、交付金による支

援の効果が所得の低い方々などに直接及ぶ事業を交付対象としてこのたび追加配分されたもので、

この交付金を有効活用し、生活支援を強化します。 

 次に、（３）の給付対象世帯Ｂタイプにつきましては、令和３年度非課税世帯など既に臨時特別給

付金を受給された世帯を対象とし、（４）の給付金額は１世帯当たり２万円でございます。既に給付

しました10万円に対しまして町の独自支援として２万円を追加給付し、Ａタイプと同じ水準になる

よう給付総額を12万円とするもので、町の独自支援の財源は、Ａタイプと同様に新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金、コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分を活用します。 

 ３の給付対象世帯見込み数ですが、①のＡタイプは120世帯、次のページ、３ページをご覧くださ

い。 

 ②のＢタイプは940世帯を見込んでおり、内訳は記載のとおりです。 

 次に、４の給付方法についてです。 

 ①のＡタイプ、令和４年度非課税世帯につきましては、対象世帯からの申請を不要とし、こちら

側で対象世帯を絞り込む、いわゆるプッシュ型の方法により、できるだけ簡素な手続で迅速に給付

します。 

 ②のＡタイプ、令和４年度家計急変世帯につきましては、記載のとおり、対象世帯からの申請に

より給付します。 

 ③のＢタイプ、令和３年度非課税世帯等に対しましても、プッシュ型を基本とし、給付します。 

 次のページ、４ページをご覧ください。 

 最後に、５の給付金の案内・給付のスケジュールにつきましては、①のＡタイプ、令和４年度非

課税世帯、③のＢタイプ、令和３年度非課税世帯等につきましては、案内文書などを６月中旬に発

送し、７月上旬から支給を行う予定で準備を進めております。 

 ②のＡタイプ、家計急変世帯につきましても、７月上旬から給付を開始する予定です。 
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 なお、対象世帯からの申請は、国の制度に基づきまして、本年９月30日まで受け付けます。 

 補足説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） 続いて、補足説明をさせます。 

 浜頭保健福祉課子育て支援室長。 

 

１、保健福祉課子育て支援室長（浜頭） それでは、私のほうからは、子育て世帯生活支援特別給

付事業費について、追加議案資料により説明させていただきます。 

 今回、追加補正した事業費の内容は、大きく分けまして２つに分かれております。１つは、これ

から説明します５ページから７ページまでになります。これが国で閣議決定して決まった事業にな

っております。そして、もう一つが、８ページからになりますが、これはその事業をさらに拡大し

まして、広尾町が独自で行うものとなっております。 

 それでは、議案資料５ページから説明させていただきます。 

 子育て世帯生活支援特別給付金支給事業（その他世帯分）についてですが、それで（その他世帯

分）となっているのは、支給するうちのひとり親世帯につきまして北海道で支給をすることとなっ

ておりまして、それ以外の世帯を広尾町、町が支給するというふうになっているところから、その

他世帯分としているものでございます。 

 １の目的としまして、新型コロナウイルス感染症の長期化した中で、低所得の子育ての世帯に対

し、給付金を支給するものであります。先ほどお話ししましたとおり、閣議決定された国の施策と

なっております。 

 ２の支給対象でありますが、まず、①になりますが、児童手当、そして特別児童扶養手当の受給

者で非課税世帯が対象となります。先ほど説明しました道で行うひとり親世帯以外の方となります。 

 ②は、①に該当になっていない方で、主に高校生だけの世帯になりますが、住民税が非課税とな

っている世帯、それと、コロナウイルスの影響で家計が急変しまして非課税と同等と認められた世

帯を該当としているものであります。 

 ３の支給対象児童見込み数ですが、70人を見込んでおります。 

 ４の給付額は、１人５万円であります。先ほどの70人の５万円ですから、予算額は支給額350万円

で計上しております。 

 ５の申請と給付の方法ですが、①が非課税の児童手当、それと特別児童手当、受給者は申請が必

要ありません。受給拒否がない場合は、直接口座のほうに振込をいたします。 

 ②がそれ以外の手当の受給を受けていない非課税者もしくは家計急変者で、申請を受けて書類を

確認しまして決定するといたしまして、支給方法は口座振替といたします。 

 ６のスケジュール等になりますが、①の申請不要者は、該当するのが分かっている方は６月下旬

以降に案内を出しまして、７月以降の支給の予定といたします。 

 ②の申請が必要な方については、町広報、あとチラシ等を作成いたしまして周知を行いまして、

来年の２月まで期限を設けて受付、そして支給することといたします。 
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 続きまして、８ページの子育て世帯生活支援特別給付金支給事業（全ての子育て世帯）について

になります。 

 まず、１の目的といたしまして、新型コロナウイルス感染症の長期化した中で、広尾町の子育て

世帯の全世帯に対し、子育ての生活支援を行う観点から給付金を支給するものでありまして、広尾

町が独自で行うものであります。 

 ２の支給対象でありますが、①、令和４年６月１日現在、広尾町に住所がある高校生までのお子

さんを養育している保護者が該当になります。一部、二十歳未満の障がい児を養育している保護者

も該当といたします。ただし、広尾町に住所を置いたことがない児童を養育した場合は除きます。 

 ②、令和４年６月１日から令和５年２月28日までに転入してきた方で、高校生までのお子さんを

養育している保護者が該当になります。一部、二十歳未満の障がい児を養育している保護者も該当

とします。それで、広尾町に住所を置いたことがない児童を養育した場合は除きます。 

 ③、令和４年６月１日から令和５年２月28日まで広尾町で生まれた新生児を養育する方となりま

す。 

 それで、①と②で広尾町に住所を有したことがない児童を養育した場合は除くとありますが、こ

れは保護者だけ、例えば転勤で広尾町に来て、お子さんや奥さんとかは広尾町に住所がない場合は

該当にならないというものであります。逆に言えば、例えば中学生とか高校生で広尾町から住所を

移しまして町外の学校に行って保護者は広尾町にいる場合は、支給に該当をするということになり

ます。もしかしたら、分かりづらい説明になっているかもしれませんが、広尾町にいる子どもはで

きる限り全員支給の該当にさせるということの取扱いとなっておりますので、ご了承いただきたい

と思います。 

 次に、３の支給対象児童見込み数ですが、800人を見込んでおります。 

 ４の給付額は、１人３万円であります。800人の３万円ですから、予算は支給額2,400万円で計上

しております。 

 米印ですが、町の独自支援の財源として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を

活用しております。 

 ５の支給と給付の方法ですが、全ての対象者に申請書を送付いたしまして、返信用封筒で返送し

てもらい、そして口座のほうに振込となります。 

 ６の給付の案内やスケジュールになりますが、ア、申請は今月下旬以降に送付予定しております。

イ、申請は、来年２月末まで受付いたします。ウ、給付金の支給は、受付日の翌月末日までに支給

したいと思っております。 

 以上で、説明を終わります。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 申し上げます。本案については会議規則第55条の質疑回数の規定を適用せず審議することといた

します。 

 これより審議に入ります。本案に対する質疑の発言を許します。 
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 ４番、前崎議員。 

 

１、４番（前崎） 資料の５ページの、今、説明されていた子育て世帯生活支援特別給付金の関係

なのですけれども、ただいまの説明では、いわゆる地方税法による非課税世帯に対して支給すると

いうことでありますけれども、当然そういう部分からいくと、生活保護世帯も当然非課税ですから

支給するという認識だと思うのですけれども、この場合、収入認定されないというふうに解釈して

よろしいのかどうか、それについてお伺いいたします。 

 

１、議長（堀田） 浜頭保健福祉課子育て支援室長。 

 

１、保健福祉課子育て支援室長（浜頭） 収入認定はされないということになります。 

 

１、議長（堀田）ほかに。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより議案第55号 令和４年度広尾町一般会計補正予算（第３号）についてを採決します。 

 お諮りします。本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１１ 発議第７号 

１、議長（堀田） 日程第11、発議第７号 2023年度地方財政の充実・強化を求める意見書の提出

についてを議題とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 ６番、志村國昭議員、登壇願います。 

 

１、６番（志村） 発議第７号 2023年度地方財政の充実・強化を求める意見書の提出について。 

 上記意見書を、別紙のとおり会議規則第14条第２項の規定により提出します。 

 現在、地方公共団体には、急激な少子・高齢化の進展に伴う子育て、医療・介護など社会保障制

度の整備、また人口減少下における地域活性化対策、脱炭素化を目指した環境対策、あるいは行政

のデジタル化推進など、より新しく、かつ極めて多岐にわたる役割が求められている。 
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 しかし、現実に地域公共サービスを担う人材は不足しており、疲弊する職場実態にある中、新型

コロナウイルス、また近年多発している大規模災害への対応も迫られている。これらに対応するた

めの地方財政について、政府は「骨太方針2021」において、2021年度の地方一般財源水準を2024年

度まで確保するとしているが、それをもって増大する行政需要に十分対応し得るのか、大きな不安

が残されている。 

 このため、2023年度の政府予算と地方財政の検討に当たっては、コロナ禍への対応も勘案しなが

ら、歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立を目指すことが必要である。 

 このことから、国会及び政府に対し、以下のことを求める。 

 １、社会保障の維持・確保、防災・減災また脱炭素化対策、地方活性化に向けた取組やデジタル

化対策など、増大する地方公共団体の財政需要を的確に把握し、それを支える人件費も含めて、十

分な地方一般財源総額の確保を図ること。 

 ２、新型コロナワクチン接種の体制確保、感染症対応業務のみに限定しない保健所体制・機能の

全体的な強化、その他の新型コロナウイルス対応事業や地域経済の活性化までを見据えた十分な財

源措置を図ること。 

 ３、子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急増する社会保

障ニーズが自治体の一般行政経費を圧迫していることから、地方単独事業分も含めた十分な社会保

障経費の拡充を図ること。また、これらの分野を支える人材確保に向けた自治体の取組を十分に支

える財政措置を講じること。 

 ４、2021年11月に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」における看護、

介護、保育など新型コロナ感染症対応と少子高齢化への対応が重なる職種の処遇改善事業について、

2021年度補正予算で補助金が創設されたが、より多くの職場で改善が図られるよう、対象職種の拡

大や事業の継続・拡大に向け、必要な予算確保や制度改善を行うこと。 

 ５、デジタル・ガバメント化における自治体業務システムの標準化に向け、地域デジタル社会推

進費に相当する財源を継続して確保するなど、十分な財源を保障すること。また、デジタル化が定

着化していく過渡期において生じ得る行政需要についても、人材・財源を含めた対応を行うこと。 

 ６、「まち・ひと・しごと創生事業費」として確保されている１兆円については、持続可能な地域

社会の維持・発展に向けて恒久的な財源とすること。また、同規模の財源確保はもとより、その拡

充を含めて検討すること。 

 ７、会計年度任用職員制度の運用においては、今後も当該職員の処遇改善が求められていること

から、引き続き所要額の調査を行うなど、さらなる財政需要を十分に満たすこと。 

 ８、特別交付税の配分に当たり、諸手当等の支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、

その取扱いを理由とした特別交付税の減額措置を行わないこと。 

 ９、森林環境譲与税については、より林業需要を見込める地方公共団体への譲与額を増大させる

よう、その譲与基準を見直すこと。 

 10、地方交付税の法定率を引き上げるなど、臨時財政対策債に頼らない、より自律的な地方財政

の確立に取り組むこと。あわせて、地方の安定的な財源確保に向けて、偏在性の小さい所得税・消
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費税を対象に国税から地方税への税源移譲を行うなど、より抜本的な改善を行うこと。また、今後、

国の施策の一環として、各種税制の廃止や変更、また減税などを検討する際は、地方の財政運営に

おける予見性を損なわないよう、十分に地方団体等の意見を反映し、慎重に検討すること。 

 11、地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、小規模自治体に配慮した段階補正

の強化など対策を講じること。 

 以上、地方自治法第99条の規定により提出します。 

 提出先は、下記のとおりです。 

 議決方よろしくお願いします。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより質疑に入ります。質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 別になければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより採決します。 

 お諮りします。本案は、提出者の提案どおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は提案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１２ 発議第８号 

１、議長（堀田） 日程第12、発議第８号 義務教育費国庫負担制度堅持・負担率１／２への復元、

「30人以下学級」など教育予算確保・拡充と就学保障の実現に向けた意見書の提出についてを議題

とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 ５番、北藤利通議員、登壇願います。 

 

１、５番（北藤） 発議第８号 義務教育費国庫負担制度堅持・負担率１／２への復元、「30人以下

学級」など教育予算確保・拡充と就学保障の実現に向けた意見書の提出について、提案理由を申し

上げます。 

 義務教育費国庫負担制度は、地方自治体の財政状況に左右されずに教職員を安定的に確保するた

めに、教職員の給与の一部を国が負担する制度である。この制度における国の負担率が2006年に２

分の１から３分の１に変更された。教育の機会均等を確保するためにも、国の責任において義務教
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育費国庫負担制度を堅持し、国の負担率を２分の１へと復元することが重要である。 

 また、子どもたちへのきめ細やかな教育を実現するためには、教職員定数を抜本的に改善するこ

とによる少人数学級の実現と教職員の超勤・多忙化解消は不可欠である。「公立義務教育諸学校の学

級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律」が成立し、小学校において段階

的に35人以下学級が実現することとなった。しかし、中学校・高校については依然として「検討」

にとどまっている。 

 さらに、小学校高学年の教科担任制及び小学校における35人学級実現のための教職員定数改善が

4,690人であるのに対し、自然減や配置の見直しなどにより6,912人に減少となっており、教職員増

とはなっていない。早急に「30人以下学級」を実現し、実質的な教職員増としていく必要がある。 

 2021年12月に文科省が発表した「就学援助実施状況調査」では、要保護・準要保護率は、全国で

14.52％（７人に１人）、北海道においては全国で８番目に高い18.30％（５人に１人）となっており、

依然として厳しい実態にある。また、教育現場では給食費・修学旅行費などの私費負担が減少せず、

地方交付税措置されている教材費や図書費についても自治体によってその措置に格差が生じている。 

 さらに、「奨学金制度」を利用せざるを得ない子どもたちや経済的な理由で進学・就学を断念する

子どもが増加しており、その解消に向けて、就学援助制度・奨学金制度・高校授業料無償化制度を

拡大させていく必要がある。 

 こうしたことから、国においては、義務教育費無償、義務教育費国庫負担制度の堅持、当面負担

率２分の１への復元、早急に実効性のある教職員の超勤・多忙化解消、「30人以下学級」の実現など、

以下の項目について、教育予算の確保・拡充、就学保障の充実を図ることが必要である。 

 このことから、国会及び政府に対し、以下のことを求める。 

 １、国の責務である教育の機会均等・水準の最低保障を担保するため、義務教育費を無償とする

ように求める。少なくとも、義務教育費国庫負担制度を堅持し、当面、義務教育費国庫負担金の負

担率を２分の１に復元されるよう要請する。 

 ２、「30人以下学級」の早期実現に向けて、小学校１年生から中学校３年生の学級編制標準を順次

改定するよう求める。当面、中学・高校への「35人以下学級」拡大を求める。また、地域の特性に

合った教育環境整備・教育活動の推進、住む地域に関係なく子どもたちの教育を保障するため、計

画的な教職員定数改善による実質的な教職員増の早期実現、教頭・養護教諭・事務職員の全校配置

の実現のため、必要な予算の確保・拡充を図るよう要請する。 

 ３、給食費、修学旅行費、教材費など保護者負担の解消や、図書費などについて国において十分

な確保、拡充を行うよう要請する。 

 ４、就学援助制度・奨学金制度のさらなる拡大、高校授業料無償化に対する所得制限の撤廃など、

就学保障の充実に向け、国の責任において予算の十分な確保、拡充を図るよう要請する。 

 以上、地方自治法第99条の規定に基づき意見書を提出します。 

 提出先は、記載のとおりであります。 

 議決方よろしくお願いいたします。 
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１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより質疑に入ります。質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 なければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより採決します。 

 お諮りします。本案は、提出者の提案どおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は提案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１３ 発議第９号 

１、議長（堀田） 日程第13、発議第９号 2022年度北海道最低賃金改正等に関する意見書の提出

についてを議題とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 ６番、志村國昭議員、登壇願います。 

 

１、６番（志村） 発議第９号 2022年度北海道最低賃金改正等に関する意見書の提出について。 

 上記意見書を、別紙のとおり会議規則第14条第２項の規定により提出します。 

 北海道最低賃金の引上げは、ワーキングプア解消のための「セーフティネット」の一つとして最

も重要なものである。 

 道内で働く者の暮らしはコロナ禍で一層厳しく、特に、年収200万円以下のいわゆるワーキングプ

アと呼ばれる労働者は、道内でも45万1,000人と、給与所得者の27.3％に達している。また、道内の

全労働者216万人のうち、39万人を超える労働者が最低賃金近傍に張りついている実態にある。 

 労働基準法第２条では、「労働条件の決定は労使が対等な立場で行うもの」と定めているが、現状

では最低賃金の影響を受けるこれら多くの非正規労働者は、労働条件決定にほとんど関与すること

ができない。 

 「経済財政運営と改革の基本方針2021」において「より早期に全国加重平均が1,000円になること

を目指す」ことが堅持され、令和３年度北海道地方最低賃金審議会の答申書においても、同様の内

容を表記した。 

 最低賃金が上がらなければ、その近傍で働く多くの方の生活はより一層厳しいものとなり、新型

コロナウイルス感染症が収束した際の個人消費にも影響を与え、北海道経済の停滞を招くことにつ

ながりかねない。 
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 ついては、北海道労働局及び北海道地方最低賃金審議会においては、令和４年度の北海道最低賃

金の改正に当たって、以下の措置を講ずるよう強く要望する。 

 １、「地域間格差にも配慮しながら、より早期に全国加重平均1,000円になることを目指す」こと

が堅持された「経済財政運営と改革の基本方針」を十分尊重し、経済の自律的成長の実現に向けて、

最低賃金を大幅に引き上げること。 

 ２、設定する最低賃金は、経験豊富な労働者の時間額が、道内高卒初任給を下回らない水準に改

善すること。 

 ３、厚生労働省の業務改善助成金など、各種助成金を有効活用した最低賃金の引上げを図ること。

同時に、中小企業に対する賃上げしやすい環境整備、支援の充実と安定した経営を可能とする実効

ある対策を図るよう国に対し要請すること。 

 以上、地方自治法第99条の規定により提出します。 

 提出先は、記載のとおりであります。 

 議決方よろしくお願いします。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより質疑に入ります。質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 なければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより採決します。 

 お諮りします。本案は、提出者の提案どおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は提案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１４ 発議第１０号 

１、議長（堀田） 日程第14、発議第10号 食料安全保障の強化を図る新たな国の予算確保と国民

への理解醸成を図る意見書の提出についてを議題とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 ２番、浜野隆議員、登壇願います。 

 

１、２番（浜野） 発議第10号 食料安全保障の強化を図る新たな国の予算確保と国民への理解醸

成を図る意見書の提出について。 
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 別紙のとおり会議規則第14条第２項の規定により提出いたします。 

 世界をめぐる情勢では、新型コロナウイルス終息後の需要回復を見込んだ原油等の価格上昇やロ

シアによるウクライナ侵攻によって、原油・生産資材や穀物相場が歴史的な高騰を続けており、日

本国内でも食料品等の相次ぐ値上げで、国民生活に大きな影響を及ぼしています。 

 こうした下で、日本政府は４月26日に「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」を示したが、ウク

ライナ侵攻の長期化などで、さらなる価格高騰も懸念されている。 

 ついては、食料の安定供給と農業の持続的発展のため、我が国の食料安全保障を強化する食料自

給率向上、国内生産の基盤強化など、新たな施策及び予算の確保と国民への理解醸成が図られるよ

う要望する。 

 1、世界情勢の不安定化が今後も続くことが懸念されることから、政府が４月に示した「原油価格・

物価高騰等総合緊急対策」の速やかな実施とともに、現場の経営悪化の状況も踏まえ、継続的な対

策として拡充・強化すること。 

 ２、食料安全保障の強化に向けて、自国の食料は自国で生産・消費するという考えを広く国民に

理解醸成を図るとともに、食料の安定供給の確保は国の基本的な責務として、将来を見据えた大胆

な施策と新たな予算の確保を図ること。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 提出先は、記載のとおりであります。 

 議決方よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより質疑に入ります。質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 なければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより採決します。 

 お諮りします。本案は、提出者の提案どおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は提案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１５ 発議第１１号 

１、議長（堀田） 日程第15、発議第11号 森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施

策の充実・強化を求める意見書の提出についてを議題とします。 



－77－ 

 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 10番、小田雅二議員、登壇願います。 

 

１、10番（小田） 発議第11号 森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・

強化を求める意見書の提出であります。 

 上記の意見書を、別紙のとおり会議規則第14条第２項の規定により提出します。 

 森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・強化を求める意見書であります。 

 本道の森林は全国の森林面積のおよそ４分の１を占め、国土保全、地球温暖化防止、林産物の供

給等の多面的機能の発揮が期待されており、これらの機能を十分に発揮させるためには、森林資源

の循環利用を進める必要があります。全国一の森林資源を有する北海道において本町と道が連携し

2050年まで温室効果ガスの排出量を実質ゼロとする国の目標の達成に向けて、伐採後の着実な植林

による森林の若返りや長期間炭素を固定する木材利用の促進、化石燃料の代替となる木質バイオマ

スのエネルギー利用の促進など森林吸収源対策を積極的に推進することが必要である。 

 本町をはじめ、道内各地域では、森林の公益的機能の維持増進と森林資源の循環利用の実現に向

け、森林整備事業や治山事業など国の事業を活用し、植林・間伐や路網の整備、山地災害の防止、

木造公共施設の整備、林業事業体の育成など、様々な取組を進めてきたところであります。 

 本道の森林を将来の世代に引き継いでいくため、活力ある森林づくりや防災・減災対策をさらに

進め、森林・林業・木材産業によるグリーン成長が実現できるよう、施策の充実・強化を図ること

が必要であります。 

 よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望します。 

 1、森林の多面的機能を持続的に発揮し、ゼロカーボン北海道の実現に貢献するため、適切な間伐

と伐採後の着実な植林の推進に必要な森林整備事業予算や、防災・減災対策の推進に必要な治山事

業予算を十分に確保すること。 

 ２、森林資源の循環利用を一層推進するため、ＩＣＴ等の活用によるスマート林業の推進、木材

生産・流通体制の強化、建築物の木造・木質化、木質バイオマスのエネルギー利用の促進などによ

る道産木材の需要拡大、森林づくりを担う人材の育成・確保などに必要な支援を充実・強化するこ

と。 

 以上、地方自治法第99条の規定により記載の先へ提出します。 

 以上です。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより質疑に入ります。質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 なければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより採決します。 

 お諮りします。本案は、提出者の提案どおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は提案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１６ 発議第１２号 

１、議長（堀田） 日程第16、発議第12号 ロシアによるウクライナ侵略と核兵器の威嚇を強く非

難する決議についてを議題とします。 

 提出者に提案理由の説明を求めます。 

 ４番、前崎茂議員、登壇願います。 

 

１、４番（前崎） 発議第12号 ロシアによるウクライナ侵略と核兵器の威嚇を強く非難する決議

について。 

 上記の決議書を…… 

 

１、議長（堀田） 前崎議員、ちょっとお待ちいただけますか。 

 

１、４番（前崎） 上記の決議書を、別紙のとおり会議規則第14条第２項の規定により提出します。 

 ロシアによるウクライナ侵略と核兵器の威嚇を強く非難する決議。 

 ロシアは２月24日、国際社会の度重なる要請、勧告を無視し、隣国ウクライナへの軍事侵攻を開

始し、３か月が経過した。 

 ロシア軍は非軍事施設の空港、病院、住宅までも破壊攻撃を繰り返し、無力の民間人を含め多く

の犠牲者を出し続けている。 

 このロシアの行動は、ウクライナの人々の人権を侵害し、ウクライナの主権及び領土を侵害し、

武力の行為を禁ずる国際法及び国連憲章にも違反する明確な侵略行為であり、断じて容認できるも

のではない。 

 さらにプーチン大統領は、ロシアが核兵器大国であることを誇示し、先制使用を示唆するなど、

核兵器で世界の諸国を威嚇するものであり、今日の世界において決して許されるものではない。 

 広尾町は、「核兵器廃絶、平和の町宣言」を決議している自治体であり、ロシアに対して、その侵

略行為と核兵器による威嚇を強く非難するとともに、ウクライナに対する軍事行動の即時停止と完

全撤退を行うよう強く求める。 

 政府においては、国際社会と緊密に連携しつつ、ロシアの暴挙を抑えるためのあらゆる国際努力

を行うとともに、唯一の戦争被爆国の政府として、ロシアの核兵器での威嚇を強く非難することを
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求める。 

 以上、決議する。 

 令和４年６月９日。 

 北海道広尾郡広尾町議会。 

 議決方よろしくお願いいたします。 

 

１、議長（堀田） これをもって提案理由の説明を終わります。 

 これより質疑に入ります。質疑の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

 なければ、以上で質疑を終結します。 

 お諮りします。本案は討論を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は討論を省略します。 

 これより採決します。 

 お諮りします。本案は、提出者の提案どおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本案は提案のとおり可決されました。 

 

      ◎日程第１７ 発委第２号 

１、議長（堀田） 日程第17、発委第２号 閉会中の委員会継続調査についてを議題とします。 

 本件の調査事項は各自お手元に配付しておりますので、委員長の提案説明を省略して、事務局長

に朗読させます。 

 白石事務局長。 

 

１、議会事務局長（白石） 発委第２号 閉会中の委員会継続調査について。 

 地方自治法第109条の規定による次の所管事務調査事件について、閉会中の継続調査を要するもの

と決定したので、会議規則第75条の規定により申し出るものであります。 

 申出者は、総務常任委員会委員長、産業常任員会委員長、議会運営委員会委員長であります。 

 記といたしまして、１、調査期間は、令和４年第２回定例会終了後から令和４年第３回定例会ま

で。 

 ２、調査事件。 

 総務常任委員会、（１）、新たな公園及び観光交流施設の整備策定計画について。 

 産業常任委員会、（１）、広尾町における雇用状況について。 

 議会運営委員会、（１）、議会の運営に関する事項について、（２）、議会の基本条例、会議規則等
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に関する事項について、（３）、議長の諮問に関する事項について。 

 以上であります。 

 

１、議長（堀田） お諮りします。会議規則第75条の規定により、各常任委員会及び議会運営委員

会の活動として、申出のとおり閉会中も継続して調査できるよう提案がありました。 

 各委員長の申出どおり、閉会中の継続調査に付することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本件は申出のとおり閉会中の継続調査に付することに決しました。 

 

      ◎日程第１８ 発議第１３号 

１、議長（堀田） 日程第18、発議第13号 議員の派遣についてを議題とします。 

 派遣事項については、各自お手元に配付しておりますので、事務局長に朗読させます。 

 白石事務局長。 

 

１、議会事務局長（白石） 発議第13号 議員の派遣について。 

 地方自治法第100条第13項及び会議規則第130条の規定により、議会の議決を求めるものでありま

す。 

 記といたしまして、１、北海道町村議会議長会議員研修会。 

 （１）、目的、議員活動研さんのため。 

 （２）、派遣場所、札幌市。 

 （３）、期間、令和４年７月６日から７日（２日間）。 

 （４）、派遣議員、全議員。 

 以上であります。 

 

１、議長（堀田） お諮りします。ただいま朗読のあったとおり、議員を派遣したいと思いますが、

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本件は提案のとおり派遣することに決しました。 

 なお、後日、内容等に変更が生じた場合は議長に一任されたいと思いますが、これにご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、内容等に変更が生じた場合は議長に一任することに決しました。 
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      ◎閉会の議決 

１、議長（堀田） 以上をもって本定例会に付議された案件は、全て終了しました。 

 お諮りします。これをもって本定例会を閉会したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、本定例会は本日で閉会することに決しました。 

 

      ◎閉会の宣告 

１、議長（堀田） これにて令和４年第２回広尾町議会定例会を閉会します。 

閉会 午後 ０時０６分 


